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「中期３ヵ年計画(2014～2016 年度)」策定に関するお知らせ 

 

 

 当社は、「中期３ヵ年計画(2014～2016 年度)」を策定しましたので、お知らせいたします。 

 

【計画の概要】 

（基本方針） 

～基盤事業の収益力強化による安定的経営基盤の確保と新たな事業領域の確立～ 

・業量拡大によらない、収益力の向上に注力 

・今後３ヵ年は、国内マーケットに注力し、海外は将来に向けての基盤強化を推進 

・中長期を展望して、事業領域の拡充と次世代新事業の創造を推進 

（基本戦略） 

   ◇国内土木 ～収益重視の戦略的受注活動の展開 

   ◇国内建築 ～採算性向上と顧客基盤拡充に向けた取組強化 

   ◇海 外 ～基盤２ヵ国および周辺地域等での安定的業量の確保 

   ◇新 事 業 ～保有技術を核としたコンサルティングの展開 

 

当社はこの計画の完遂に向けて、役職員一丸となって積極果敢に取り組んでいく所存であります

ので、皆様におかれましては、ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

以 上 
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総括 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前「中期３ヵ年計画」の総括 

◆黒字化に向けた経営基盤再構築 

 
 ▶損益分岐点の改善  
  ・固定費の圧縮 
 

 ▶基盤事業の再構築 
  【土木事業】 
  ・大都市圏への経営資源集中 
  【建築事業】 
  ・首都圏特化し採算事業へ転換 

 ◆構造改革と基盤事業の再構築により 
   計画内３ヵ年の黒字確保は確実 
 
  ▶計画直後の東日本大震災の発生により、 
    エリア戦略の見直しを図るものの、 基盤 
    事業の収益力は向上 

計画直後 
震災発生 

% 億円 

震災対応 
最優先 

エリア戦略 
の見直し 

（単位：億円）

【単体】

営業利益 13 (1.2%) 13 (1.2%) 16 (1.5%)

経常利益 5 (0.5%) 5 (0.5%) 8 (0.8%)

当期純利益 3 (0.3%) 4 (0.4%) 6 (0.6%)

2013年度見込2011年度実績 2012年度実績
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新「中期３ヵ年計画」（2014～2016年度） 
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▶受注環境 
 ・国土強靭化政策、震災復興、東京五輪、中央リニア新幹線等 
▶公共投資 
 ・「総合評価方式」中心の発注が継続 
▶民間投資 
 ・新築/リニューアルともに案件量が増加 

    

・開発途上国で社会インフラ整備 
 が加速 
 

           ⇒日本国政府ＯＤＡの継続  

新『中期３ヵ年計画』  

中期展望（今後３ヵ年）  長期展望  

国
内 

海
外 

▶基盤２ヵ国の受注環境 
〈ブルネイ>   
   ・豊富な石油資源を背景に、社会インフラ整備が継続 
〈パキスタン〉  
   ・社会インフラ整備と海外企業誘致が加速  

・少子高齢化、ストック老朽化 
   の進行 
 
        ⇒建設需要の中身は 
           新設から 維持更新へ 

     ◆基盤事業の収益力強化による安定的経営基盤の確保と 
                                            新たな事業領域の確立 
          ・業量拡大によらない、収益力の向上に注力 
            ・今後３ヵ年は、国内マーケットに注力し、海外は将来に向けての基盤強化を推進 
           ・中長期を展望して、事業領域の拡充と次世代新事業の創造を推進       

基
本
方
針 

環境・課題認識  



経営戦略の構成とステージ

基本戦略

強化課題への対応 3ヵ年

「中期３ヵ年計画」での収益確保に向けた足元の戦略
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強化課題への対応

将来への布石

3ヵ年

「中期３ヵ年計画」で強化すべき課題への対応

長期的視点に立ち、将来の収益基盤確保に向けた対応

＜機能戦略＞

組織・人事

調達

協力会社 Ｒ＆Ｄ 情報ｼｽﾃﾑ

財務

4～6年先展望



 
 

 
 

基本戦略 
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 収益重視の戦略的受注活動の展開 

調達戦略  

協力会社戦略  

Ｒ＆Ｄ戦略  

組織戦略 

国
内
土
木 

 採算性向上と顧客基盤拡充に向けた取組強化 

国
内
建
築 

◆基盤強化に向けての戦略的な案件取組   
    ⇒ 総合評価方式への継続的取組強化 
        ⇒ 看板工種（トンネル/シールド/ダム）でのシェア確保 

     ⇒ ベース収益源の利益底上げ（都市再生案件） 

◆重点マーケットへの取組  
    ⇒ 震災復興事業・五輪関連事業・中央リニア新幹線事業 

◆不採算/低採算工事の徹底排除  
    ⇒取組体制と本支店連携機能の強化 

◆「贔屓」顧客づくりの推進      
       ⇒ ソリューション志向の徹底による「特命化」の推進 

◆耐震ソリューション営業の展開  
    ⇒耐震リニューアル対応から新築案件適用へ領域拡大  

【機能戦略/施策】 

  基盤２ヵ国および周辺地域等での安定的業量の確保 

海
外 

◆基盤２ヵ国での競争優位性の維持・強化（ブルネイ、パキスタン） 

      ⇒日本国政府ＯＤＡ、現地政府、日系民間案件に注力      
◆周辺地域等での基盤構築の推進（インドネシア、東ティモール） 

      ⇒日本国政府ＯＤＡを中心とした取組    

  保有技術を核としたコンサルティングの展開 

新
事
業 

 ◆コンサルティング機能のフィービジネス化の推進 
   ⇒アスベスト溶融・無害化処理技術のコンサルティング 

     ⇒丸太打設カーボンストック技術のコンサルティング 

     ⇒自動化野菜工場/ドーム販売のビジネス 

現地企業 
との連携  

コンサルタント 
との連携  

人材育成  

 
 子会社での 

営業展開  



強化課題への対応 / 将来への布石 
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海
外 

◆管理体制の強化と人材育成 
 ◇取組体制の強化、人材教育 

国
内 

土
木 

国
内 

建
築 

◆新たなアプローチで顧客基盤を拡充  
       ～「建設コンシェルジュ機能」の発揮～ 
 ◇多様化する顧客ニーズへのきめ細やかな対応強化 

◆周辺分野での戦略的受注の確保  
       ～「エンジニアリング機能」の発揮～  
 ◇再生可能エネルギー関連・環境関連への対応 

コンサルタント 
ネットワーク 

の強化  

【機能戦略/施策】 

ビジネスマッチング 
の強化  

国内外ジョブロー 
テーションの実施 

工事管理機能の充実 

強
化
課
題
へ
の
対
応 

将
来
へ
の
布
石 

海
外 

◆第三地域での市場調査とパイロット案件への取組 
  ・第三地域  カンボジア、ミャンマー、ラオス 

国
内 

土
木 

国
内 

建
築 

◆福祉/医療関連領域の取組推進 
  ◇施設コンバージョンへの取組着手と技術開発の推進 

◆インフラ維持/更新（土木リニューアル）領域の取組推進 
   ◇道路/トンネル/都市施設リニューアルへの取組着手と技術開発の推進 

次
世
代 

新
事
業 

◆事業基盤の多角化と次世代新事業の創造 
 ～長期的視点に立った、新しい形態による事業展開～ 
  ◇建設関連・生活関連事業の機能補充 

エンジニアリング 
部門の機能特化  

建設コンシェルジュ 
機能の強化  

周辺地域での 
拠点づくり 

全社企画機能 
の集約 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営目標値 
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◆営業利益率の改善 

2013年度      2016年度 
 見込         計画   

1.5% 2.7% 

  ◆業量拡大によらない、収益力増強を実現する 
  ◆当期純利益の積上げにより、純資産の充実を図る 

◆自己資本比率の向上 

2013年度      2016年度 
 見込         計画   

14.2% 17.4% 

【単体】 （単位：億円）

見　込

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

土木 636 620 630 650

建築 479 450 500 500

開発 11 9 9 9

1,127 1,079 1,139 1,159

土木 563 592 622 615

建築 521 521 488 481

開発 11 9 9 9

1,095 1,122 1,118 1,105

土木 37 37 44 48

建築 18 23 24 24

開発 4 2 2 2

59 63 70 74

16 19 26 30

8 10 20 24

6 8 17 20当期純利益

計　画

受
注
高

売
上
高

売
上
総
利
益

営業利益

経常利益

収
益
力
強
化


